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協議経過

今までの協議経過

令和５年度第1回岸和田市地域公共交通協議会
・地域主体による生活交通の導入マニュアル策定の検討

令和５年度第２回岸和田市地域公共交通協議会
・マニュアル策定における対象区域について
・本格運行等に係る基準について
・今後の流れと地域取組との整理

令和６年度第１回岸和田市地域公共交通協議会
・モデル地区（黄金塚、春木・大芝）選定の報告
・検討課題の整理

令和６年度第２回岸和田市地域公共交通協議会
・各モデル地区の運行概要
・実験運行へ向けたスケジュール案

令和６年度第３回岸和田市地域公共交通協議会
・各モデル地区の実験運行計画及び運行ルート

令和６年度第４回岸和田市地域公共交通協議会
・各地区の利用状況
・利用促進活動について

令和７年度第１回岸和田市地域公共交通協議会
・各地区の実験運行の結果について
・今後の取組方針
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生活交通導入マニュアルの策定に向けて
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・２）対象地域

以下を基本的な対象地域とします。

（１）共創による生活交通の確保の考え方
・１）「共創」の考え方

今後も高齢化の進展により、移動に制約を受ける人たちへの
移動支援がより一層求められる一方で、バスの運転手不足や収
支採算性の確保など、公共交通を取り巻く状況は厳しさを増し
ています。
そのため、地域が主体となり、運行事業者、岸和田市の３者

が適切な役割分担で共創・連携して、生活交通の確保に取り
組みます。

１ 公共交通空白地域
概ね鉄道駅から800ｍ、路線バスのバス停から300ｍ（ロ
ーズバスは200ｍ）の範囲より外側の地域

２ 上記地区に準ずる地域
路線バス等のバス停はあるものの、地域内の地形等によ
り迂回を要するなど、公共交通の利用が困難な地域とし
て、岸和田市地域公共交通協議会の意見を踏まえ、市⾧
が認める地域

図 公共交通サービス圏域（ローズバス ルート変更後）

令和５年度 協議内容



内容

主体者 事業主体:黄金塚コミュニティ交通実行委員会
運行主体:岸和田交通株式会社

運行形態 定時定路線型運行

運行区域 岸和田市黄金塚地区 ※詳細は別紙路線図参照

運行期間 令和６年12月２日～令和７年３月31日 ※年末年始（12/29～1/3）除く

運行日時 月曜日・水曜日・土曜日（祝日は除く） 9:00～17:00

運賃・決済方法 1乗車 400円 （現金のみ）

運行車両 ワゴン型車両（定員10名 乗客8名） １台
（予備車 セダン型車両（定員5名 乗客4名） 2台）

実験運行 概要

実験運行 実績

黄金塚地区実験運行

内容

乗車人数 552人

乗合率 1.61人 （12月:1.9人、１月:1.3人、２月:1.3人、３月:2.0人）

収支率 10.1％ （12月:11.5%、１月:8.2%、２月:7.7%、３月:12.1%）
3※乗合率:１便あたりの平均乗車人数



黄金塚地区運行路線図

尾生町

ウエルシア岸和田尾生店

池尻郵便局前

サンエー久米田店

亀井病院

コープ久米田店

久米田駅

1－①

1－②1－③

1－④

1－⑤ ２－①

２－②

２－③

黄金塚地区内

黄金塚地区内

岡山町
(黄金塚入口)
※３月のみ

路線図
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＜地域の特性＞
〇人口規模:約570人
〇昭和40年代に開発された地域で、団地内は高低差あり。付近に店舗や病院などが少なく、路線バス 停留所からも遠い。
〇地区の高齢化率は岸和田市の平均を上回る。
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黄金塚地区運行結果

日付別乗降者数
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黄金塚地区運行結果

住民アンケート
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料金が高いから

他の移動手段があるから

移動範囲が狭いから

無回答

その他

〇認知度

〇70歳以上の未利用理由

111件（95％）

5件（4％）

46件（39％）

43件（37％）
16件（14％）

47件（48％）

30件（31％）

・利用者の75％以上が70歳以上

・うち、48％が他の移動手段があることから、
未利用と回答

・数年後には未利用から利用へ変移する可能性
あり

・黄金塚地区での認知度は95％と、地域への周
知は高水準となる

〇年齢別



実験運行 概要

実験運行 実績

春木・大芝地区実験運行

内容

主体者 事業主体:春木大芝コミュニティ交通実行委員会
運行主体:岸和田交通株式会社

運行形態 予約制乗合運行

運行区域 岸和田市春木大芝校区 ※詳細は別紙参照

運行期間 令和６年12月２日～令和７年３月21日 ※年末年始（12/29～1/3）除く

運行日時 平日のみ 9:00～12:00、13:00～17:00

運賃・決済方法 地域内1乗車 300円 、地域外１乗車 500円（12月は運賃無料）

運行車両 ワンボックス車両（乗客定員8名） １台

内容

会員登録者数／うち利用者 545人／106人

乗車数 504回

乗合率 1.5人
（12月:1.7人、１月:1.3人、２月:1.3人、３月:1.5人）

収支率 5.9％
（12月:無料期間、１月:4.8％、２月:4.9%、３月:8.7%） 7



春木・大芝地区運行計画

運行区域図
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＜地域の特性＞
〇人口規模:約18,700人

〇人口が集中している区域でありながら、
狭路が多く通常のバス車両の運行が
困難

〇特に紀州街道より海側に位置している
地域は、鉄道駅・路線バス停留所から
も遠い。

〇同地区の高齢化率は岸和田市平均を
上回る。

紀州街道



春木・大芝地区運行結果

日付別乗降者数
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av. 1w 2w 3w 4w 5w 6w 7w 8w 9w 10w 11w 12w 13w 14w 15w
月 4.2 3 0 7 11 3 4 0 2 2 2 5 8 8
火 7.6 8 16 11 7 3 7 7 6 2 7 7 10 4 12
水 6.3 1 13 11 10 3 4 3 8 0 2 7 8 6 14 5
木 7.4 11 12 3 28 2 0 5 2 5 4 9 1 6 15
金 9.6 8 12 9 12 13 2 17 4 12 7 6 6 11 10 15

月平均 av. 9.7 av. 4.9 av. 4.9 av. 8.4

3月2月1月12月



春木・大芝地区運行結果

会員登録者アンケート
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〇年齢別利用者

料金が高いから

他の移動手段があるから

移動範囲が狭いから

無回答

その他

〇70歳以上の未利用理由

〇居住地区別
利用者

89件（39％）

74件（32％）

32件（14％）
32件（30％）

18件（17％）

51件（27％）

49件（26％）

・利用者の70％以上が70歳以上

・うち、未利用の理由として多かったは、
他の移動手段（27％）、範囲（26％）

・利用頻度の多かった地区は、磯上町と松風町

・地域の移動ニーズに設定エリアが合致しなか
った



・20回以上
・15回以上
・10回以上
・5回以上

【利用上位データ】

【乗降場一覧】

移動データ
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春木・大芝地区運行結果



＜黄金塚地区＞
・アンケート調査の結果、地区への周知率は95％と高水準。
・地域も積極的な利用を働きかけるも、収支率は10％に止まる。
・喫緊に需要が高まる可能性は低いため、移動ニーズの集約等による経費削減や運行ルート
変更による新規ニーズの獲得、価格変更等での収入増が必要

＜春木・大芝地区＞
・住民規模（約１万８千人）に対して、他市事例と比べて会員登録数・利用者数は低くない
ものの、収支率は6％程度。

・周知率に比例して収入増の可能性もあるが、実験運行では十分な収支につながらなかった。
・システム運用上、旅客運転時以外にも人件費をはじめ経費がかかる。

＜共通＞
・乗合率は当初の目標値をクリアするも、収支率は低調
・課題解決方法について、地域との検証が不十分
・実験運行期間が短期
・運賃収入以外の収益確保（地域での負担など）

実験運行結果の整理

12

⇒ 評価項目等の精査
⇒ 第３者を含めた検討
⇒ 通年での実証運行
⇒ 安定した運行収入の確保



実験運行から見えた再検討事項

対応策
として

＜再検討すべき事項＞

１．費用負担のあり方
本格運行や継続運行の判断における基準を検討

２．方法・手段、ルートの選定
学識経験者等の知見や意見を反映

３．再検討後の実証
実験運行内容を精査したうえでの実証運行

当初 修正案

目標値 ●乗合率 1.5人/便
●満足度 80%以上

●収支率 50％以上
・乗合率および満足度については、サービ
ス状況の把握・向上のためアンケート調
査等を実施し把握する。

方法・手段
ルート

●地域が主体となり、
行政と協議のうえ決定

●地域・行政・学識経験者
等にて検討・協議のうえ地交
会議にて決定

＜本格運行導入基準＞

※補助など支援の上限については、予算額を上限とする。
13



（仮称）地域生活交通検討分科会の設置について
地域生活交通検討分科会

分科会の設置基準

地域交通導入の仕組みとして、地交会議の分科会「（仮称）地域生活交通検討分科会（以下、
分科会とする）」を設置し、地域の移動課題解決を目的とし地域・行政・交通事業者・学識経験者等
※が連携して課題解決を図るもの。
解決策の具体的な方向性の協議や実施効果の把握などPDCAサイクル等により毎年評価を行う。

移動課題解決を希望する地域に対し、移動課題や解決方法の方向性を地域と整理。
（必要に応じて、学識経験者や交通事業者に意見を伺う。）
移動課題の整理を行ったうえで、地交会議で支援地区を決定し、分科会において解決策を協議する。
解決策の試行実施及び本格運行の決定は、分科会からの提案を受け、地交会議にて行う。

〇おおまかな流れ

※岸和田市地域公共交通協議会分科会規程 第５条第７項による

地域 地交会議 分科会（地域・行政・交通事業者・学識経験者等）

・地元の意見を
総意する団体
（町会・自治会
等）から相談

・支援地区の決定
・分科会の設置

・勉強会の開催
・課題分析及び
解決策の検討

など

・解決策（実証運行等）実施の
承認

・本格運行の是非の決定

解決策の方針

・既存交通の維持のための利
用促進（ニーズにあったサービ
スの再検討（ルート、料金など
）、MMによる意識改善など）

・新たなモビリティ導入の検討

など

・解決策の提案

・実施策の評価
・事後策の提案

14



生活交通支援導入における役割について
役割分担

地域
（地元協議会）

・地域生活交通の導入に取り組むにあたり、地域で話しあう。

・町内会や自治会等を基本とし、団体の代表者などが参画する地元協議

会（最低５人以上、代表者１名選出）を設立し運営します。

・必要な移動手段の実現に向けて関係者の意見を踏まえて考える。

・地域において、生活交通確保の必要性があると判断した場合は、市へ申

請します。

市

・地域からの要請により、地域の特性把握など随時支援。

・申請があった際は、地元協議会等へ参画し、地域の交通状況や交通課
題について調査を行います。

・生活交通支援の必要性が認められる地区について整理のうえ、地交会

議にて支援地区の決定を諮ります。

地交会議
・市からの申し出を受け、生活交通支援を導入する地区を決定します。

・分科会から提案された支援地区の移動課題解決策について、実証運行

等の実施の承認及び本格運行の是非について決定します。

分科会

・勉強会を開催し、生活交通導入におけるそれぞれの役割や考え方につ

いて共有します。

・地域に適した交通モードなど地域の抱える課題解決に向けて検討を実施

します。

・運行計画の改善など交通事業者を含め議論を行います。

15



分科会規程の改正

岸和田市地域公共交通協議会 規約
（分科会）
第10条 会⾧は、第4号各号に掲げる事項について専門的な協議または調整を行うため、必要に応じ交通協議会に分科会を置
くことができる。

２ 分科会で決議された事項は、交通協議会にて審議の上決定する。
３ 交通協議会での分科会事項の決定については書面審議を可とする。
４ 分科会の組織、運営その他必要な事項は、会⾧が別に定める。

分科会名 協議事項

地域公共交通分科会 ■地域公共交通活性化及び再生に関する法律第６条第１項に基づく協議会に関すること
■道路運送法施行規則第９条の２に基づく地域公共交通会議に関すること
■地域公共交通確保維持改善事業に関すること
■その他会長が必要と認める事項

総合交通戦略分科会 ■都市・地域総合交通戦略の策定に関する意見聴取
■その他会長が必要と認める事項

バリアフリー基本構想分科会 ■高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第24条の４及び第26条に基づく協議会に
関すること

■その他会長が必要と認める事項

運賃協議分科会
■道路運送法第９条第４項に基づく運賃・料金に関する事項

地域生活交通検討分科会 ■地域の公共交通に関する意見聴取・課題分析
■課題解決策の検討
■その他会長が必要と認める事項

別表（第３条関係）

岸和田市地域公共交通協議会分科会規程
（組織）
第３条 分科会の名称及び協議事項は、別表のとおりとする。
２ 分科会を構成する委員は（以下、「分科会員」という。）は、交通協議会の会⾧が指名する。
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分科会規程の改正
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実証運行サイクル

実証運行実績が
運行継続条件を達成している

運行内容を見直して運行継続

本 格 運 行

運行補助中止

本格運行後の運行実績が
運行条件を達成している

〇

× 〇

〇

見直し後の運行実績が
運行継続条件を達成している

×

×

実証運行実施

※本格運行後を含め、運行継続の是非については、
分科会等にてPDCAサイクルで評価し、地交会議に
て諮るものとする。実証運行の期間は３年を目途とす
るが、地交会議の判断においてはこの限りではない。

最

大

３

年

※
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今後の進め方

今後のスケジュール案

令和７年度 令和８年度

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

分科会により各地区の実証運行内容を再検討し、⾧期の実証運行の実現を目指す。

実証運行の検討・実施

R7第一回
地交会議

R7第二回
地交会議

R8第一回
地交会議

分科会の
設置

分科会規程
改正承認

R7第三回
地交会議

19

地域からの相談
分科会の開催
（実証運行内容の
再検討）

地区の相談募集・状況確認

マニュアル策定

支援地区
の決定


